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次頁に示す他社地域ＩＰ網相当の接
続点が創設されない状態で指定電気
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Ｔ東西の利用者料金を、アクセス回
線の実質コストの差額分、値上げす
ることが可能になる※１

2

アクセス回線の実質コス
トが高いので、ユーザー
が利用しない。

稼働率が
上がらない

=

Ｒ

Ｒ

Ｒ

収容局ルーター

OLT収容装置の
ルーター

スプリッタの稼働
率の差により、足
回りの実質コスト
に差が生じる



代替性により収奪的価格設定の
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超過利潤の発生のおそれがない
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ＧＥ－ＰＯＮ １スプリッタ分岐回線ごとの接続要望
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よって、地域ＩＰ網の指定電気通信設備の規制解除の条件：

①１分岐単位での接続、②ＩＳＰが中継網を選択できるような接続点の設定
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※２ シェアドアクセス方式の接続料を参考とした一例 4
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接続料金 655円 5,020円 2,316円 4,024円
最大共有数 1 8 32 32

8人／ブロック 655円 628円 72円 126円 1,481円

7人／ブロック 655円 717円 83円 144円 1,599円
6人／ブロック 655円 837円 97円 168円 1,756円
5人／ブロック 655円 1,004円 116円 201円 1,976円
4人／ブロック 655円 1,255円 145円 252円 2,306円
3人／ブロック 655円 1,673円 193円 335円 2,857円
2人／ブロック 655円 2,510円 290円 503円 3,958円
1人／ブロック 655円 5,020円 579円 1,006円 7,260円

１ユーザーあたりの

アクセス回線の

実質コスト

参考文献：http://www.ntt-east.co.jp/databook/2006/pdf/2006_09-07.pdf
（図はそのまま引用）
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地域ＩＰ網のアクセス回線実質コストの算定


